（別紙１）
予算要求資料
平成25年度9月補正予算　　　支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費
	事業名:新 アート／メディア／身体表現に関する専門スタッフ育成事業費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　情報科学芸術大学院大学　教務課　電話番号：0584-75-6600（内103）

　　　　　　　E-mail：c21905@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　 補正要求額： 12,000千円

（現計予算額：　　　0千円　　　　　　補正後予算額：　12,000千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　　メディアアートに代表される、これまでの芸術の枠組みを超えた新しい芸術表現の分野が、芸術ジャンルのひとつとして確立している一方、こうした分野の展覧会、イベントを企画、演出できる人材は不足している。

このような、「メディアアート」「メディアパフォーマンス」など新しい芸術表現の研究・創作に取り組み高く評価されてきたＩＡＭＡＳが、県内外の美術館等文化施設の新たな芸術分野に対応できる専門人材（スタッフ）、新しい文化創造を担うアートディレクター（芸術の総合演出家）の育成に取り組むとともに、教育研究に活用できる人材育成カリキュラムを開発し、総合的な専門人材育成を推進する。
なお、人材育成過程では、外部講師等による特別講義、ワークショップとともに、ＩＡＭＡＳ主催のアートイベントや協力機関で開催されるイベントにおける現場実習を行う。
　　
　　○ＩＡＭＡＳ主催イベント

　　　・ＩＡＭＡＳ展（仮称）（岐阜県美術館）　10月上旬

　　　・ＩＡＭＡＳ祭（仮称）（本学校舎）　　　3月上旬

　　　※文化庁「平成２５年度大学を活用した文化芸術推進事業」を活用
	２　所要経費


　事業費　　12,000千円

　　報償費　　4,440千円　　　　　　　役務費　　　688千円
　　旅費　　　2,734千円　　　　　　　委託料　　2,600千円
　　需用費　　1,018千円　　　　　　　使用料・賃借料　520千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正
要求額
	12,000
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（別紙２）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・新しい芸術分野を企画、演出できる専門人材を育成するとともに、人材育成カリキュラムを開発し、本学等の教育研究の充実を図る。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	専門人材の育成数

	0人
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	15人
（H25）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　・ＩＡＭＡＳ展（仮称）（岐阜県美術館）　10月上旬

　・ＩＡＭＡＳ祭（仮称）（本学校舎）　　　3月上旬

・シンポジウム及び音楽公演、協力機関主催イベント　10月下旬～2月上旬予定
＊各イベントでの実習を通して芸術の総合演出家育成に取り組み、教育研究に活用できる人材育成カリキュラムを開発、総合的な専門人材育成を推進する。


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・メディアアートなどの新しい芸術分野に関する企画、演出できる人材は、その展示の場となる美術館等文化施設において圧倒的に不足しており、当該分野の専門人材の育成が急務である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　専門スタッフ育成カリキュラムの開発に向けた学内の体制づくりを早急に行う必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　・文化庁補助事業を活用し、翌年度以降も継続予定（３ヶ年計画）。
　・開発したカリキュラムは、本学の教育研究に活用していくとともに、国内の教育機関へ普及していく。



